｢フッ素洗口ガイドライン｣撤回を求める署名41万筆に


日本教職員組合養護教員部長　　山　本　春　枝
日教組が呼びかけてきた「フッ素洗口ガイドライン」の撤回を求める署名は、41万筆以上を集約し、２月15日、厚生労働省・文部科学省に提出しました。改めて、この問題について考えてみたいと思います。

減り続けている子どもたちのむし歯

　日教組は1981年以後、むし歯予防のためとした学校等での集団フッ素洗口の導入に対して、「疑わしきは用いず」の視点のもと、子どもの健康を守るために反対運動をすすめてきました。しかし、ここ数年「健康日本21」「健康増進法」により、フッ素洗口の推進派は各地区で精力的に導入をすすめようとしています。06年３月現在、5131施設、49万人の子どもたちが保育所、幼稚園、学校でフッ素洗口をしています。

今、むし歯は劇物であるフッ化ナトリウムを使用してまで予防すべき状況ではありません。歯に対する健康意識が高まっており、全国的にむし歯は減り続けています。文科省の保健統計によれば、07年度の永久歯のむし歯保有数は１人平均1.63本です（01年は2.51本）。

学校等でフッ素洗口をする時は、厚労省から出されている「フッ素洗口ガイドライン」にそって、養護教員がフッ化ナトリウム等を希釈してフッ素洗口液を作り、給食後子どもたちに配り洗口をさせます。学校での劇物・劇薬の保管や取り扱い、洗口液濃度を均一にしなければならないこと等、医療従事者のいないところで不安をいだきながら洗口をしているのが現状です。

　1994年、ＷＨＯのテクニカルレポートによると、「フッ化物応用によるむし歯予防は斑状歯（歯の表面のシミや斑点）なしにありえない」とし、「６歳未満の子どもへのフッ素洗口は禁忌」「８歳未満の子どもへは推奨されない」としています。過去に、フッ素を多量に含んでいる水源を飲料水にしている地域で、子どもたちの多くは歯が赤褐色になったり、欠損を生じたりしました。「斑状歯から子どもを守る会」を発足させ、行政に水道水の適正化を求めていった経緯もあります。

フッ素過剰摂取による健康障害も

　その他にもフッ素の毒性について、専門家は発がん性、腎障害、染色体異常、アレルギー等について警告を出しています。また、08年１月30日の琉球新報は、沖縄で米民政府統治下の時に水道水にフッ化物を注入していた所はそうでない所に比べ、子宮がんの死亡率が1.36倍に及ぶという記事を掲載しています。

　このようにフッ素の過剰摂取による健康被害が科学的に明らかとなっています。また、世界的にも、①むし歯はフッ素利用の前から減少し
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始めていた、②フッ素が歯の質を改善してむし歯を予防する効果はない、③水道水フッ素化のむし歯予防効果はほとんどない、などと論議されています。一方、日本学校歯科医会も、現在の日本では「かかりつけの歯医者さん」が機能しており、児童生徒のむし歯も減ってきているので、フッ素洗口などのフッ化物を使ったむし歯予防は地域の歯科医院に委ねてもよいと示しています。

　学校等へのフッ素洗口を、行政は一方的・強制的に導入しようとします。説明会では「効果がある」「安全である」などの説明しかされません。また、同意書についても良いことだけが書かれています。しかし、現場での事故も報告され、集団で継続的に行うことは医療行為ではないかなど、問題はきりがありません。フッ素洗口は学校保健法にはなく、文科省が進めているものでもありません。むし歯が減ってきている現状から、集団で行う必要性や緊急性は全く見出せません。

　日教組は毎年フッ素研究会とともに、フッ素問題の全国集会を開催し、新たな科学情報や各地域の状況、取り組みなどを交流しています。そして、子どもの健康のために、これは必要ないと確信してきました。今回の署名を機に「集団フッ素洗口」の問題を社会にアピールし、厚生労働省等に「フッ素洗口ガイドライン」の撤回を求めていきます。

（平和フォーラムの原稿を転載）

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞

日教組養護教員部が文科省と厚労省に要請
日本教職員組合の養護教員部常任委員会は２月１５日、養護教員の全校配置及び複数配置の拡充等を文部科学省に要請しました。また子どもの健康権確立のために厚生労働省にも要請しました。その中でフッ素洗口にかかわっても要請しましたので、その部分を紹介します。（日教組速報152号より）
［文部科学省に対して］
山本春枝日本教職員組合養護教員部長：学校で行っているフッ素洗口の問題点を今まで指摘してきたが、フッ素洗口の導入が拡大されてきていることから、その根拠となっている『フッ素洗口ガイドライン』撤回の署名にとりくみ、４１４，９６４筆集まった。文科省も必要ないと積極的にいってほしい。
文部科学省：賛否両論あることは把握している。厚生労働省の見解は公的なものと認識している。「『生きる力』をはぐくむ学校での歯・口の健康づくり」（日本学校歯科医会発行）の中で、フッ素洗口を行う場合には、慎重かつ適切に行うようにという文言を記載している。
山本部長：むし歯が公衆衛生の対象になるとは考えられない。ＤＭＦ指数も下がっている。薬物や劇物を使ってまですることは健康教育の範疇（はんちゅう）にないと考えている。文科省はフッ素洗口を推進するものではないことを明らかにした通知文を出してほしい。

［厚生労働省に対して］

山本部長：『フッ素洗口ガイドライン』撤回の署名が４１４，９６４筆集まった。現場の教員も含め、４０万人以上の人たちが集団でフッ素洗口をすることに反対している。ガイドラインの撤回をしてほしい。将来的にどのような問題が生じるかわからないものを集団で扱うことはできない。

厚生労働省：国が歯科保健対策として補助金を出している。そのなかで各都道府県の判断で行っている。国の方でフッ素洗口を強制はしていないし、推奨もしていない。使う場合の指針としてガイドラインを出している。
（回答後、養護教員部常任委員が現場の実情を訴える。）
『フッ素洗口ガイドライン』撤回については、「持ち帰って検討し、後から連絡します」との回答に対し、山本部長が「４０万人以上の署名に込められた願いと思いに誠実な回答をしてほしい」とさらに要望した。

















































































PAGE  

